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三重県大気環境の保全に関する流入車対策要綱（案） 三重県大気環境の保全に関する流入車対策要綱の運用

について（案）

愛知県

（貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制に関

する要綱）

愛知県

（貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制

に関する取扱要領）

目的 第１条 この要綱は、自動車から排出される窒素酸化物

及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に

関する特別措置法（平成４年法律第７０号）（以下「自動

車ＮＯｘ・ＰＭ法」という。）に基づく三重県対策地域にお

いて、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る大気環

境基準を確保するため、自動車の運行に伴い排出され

る窒素酸化物、粒子状物質を低減することを目的とす

る。

三重県大気環境の保全に関する流入車対策要綱第１

０条の規定に基づき、その取扱について必要な事項を

定める。

第１ この要綱は、幹線道路沿道における二酸化窒素

及び浮遊粒子状物質に係る環境基準の達成維持並

びに地球温暖化防止のため、自動車の運行に伴い排

出される窒素酸化物、粒子状物質及び二酸化炭素を

低減することを目的とする。

この要領は、貨物自動車等の車種規制非適合車の

使用抑制等に関する要綱第１２の規定に基づき、

その取扱について必要な事項を定めるものとす

る。

定義 第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一対象自動車

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置

法施行令（平成４年政令第365号。以下「令」という。）第

４条第１号及び第６号に掲げる自動車（道路運送車両

法第40条第３号に規定する車両総重量が8,000キログ

ラム以上に限る）並びに同条第３号に掲げる自動車を

いう。

１ 第２条第１号に規定する「対象自動車」とは、次

の自動車をいう。ただし、消防用自動車、救急用自動

車その他道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０

号）第１３条に規定する緊急自動車を除く。

なお、対象自動車は、営業用自動車（緑ナンバー）

及び自家用自動車（白ナンバー）とする。

（１）貨物の運送の用に供する普通自動車（道路運送

車両法（昭和２６年法律第１８５号）第３条に規定す

る普通自動車をいう。）であって、（３）に掲げる自

動車以外のもの（以下｢普通貨物自動車｣という。）

（２）人の運送の用に供する乗車定員３０人以上の普

通自動車であって、（３）に掲げる自動車以外のもの

（以下｢大型バス｣という。）

（３）散水自動車、タンク自動車その他の特種の用途

に供する普通自動車であって、自動車から排出される

窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の

削減等に関する特別措置法施行規則（平成４年総理府

令第５３号）第３条に規定するもの（以下｢特種自動車｣

という。）

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）対象自動車

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置

法施行令（平成４年政令第３６５号。以下「令」という。）

第４条第１号から４号までに掲げる自動車及び同条第

６号に掲げる自動車（人の運送の用に供する乗車定

員１１人未満のものを除く。）をいう。

１ 第２第１号に規定する「対象自動車」とは、

次の自動車をいう。ただし、消防用自動車、救急

用自動車その他道路交通法施行令（昭和３５年政

令第２７０号）第１３条に規定する緊急自動車を

除く。

（１）貨物の運送の用に供する普通自動車（道路

運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第３条

に規定する普通自動車をいう。）であって、（５）

に掲げる自動車以外のもの

（２）貨物の運送の用に供する小型自動車（道路

運送車両法第３条に規定する小型自動車（二輪の

小型自動車を除く。）をいう。）であって、（５）

に掲げる自動車以外のもの

（３）人の運送の用に供する乗車定員３０人以上

の普通自動車であって、（５）に掲げる自動車以

外のもの

（４）人の運送の用に供する乗車定員１１人以上

３０人未満の普通自動車及び小型自動車であっ

て、（５）に掲げる自動車以外のもの

（５）散水自動車、タンク自動車その他の特種の

用途に供する普通自動車及び小型自動車であっ

て、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状

物質の特定地域における総量の削減等に関する

特別措置法施行規則（平成４年総理府令第５３

号）第３条に規定するもの（人の運送の用に供す

る乗車定員１１人未満のものを除く。）

２ 第２第１号中の「人の運送の用に供する乗
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車定員１１人未満の特種自動車」とは、次の自動

車をいう。

（１）自動車検査証(車検証)の型式欄に記載され

ている識別記号が乗用自動車のものである特種

自動車

（２）病人や傷病者を運送するための寝台又は担

架を固定するための設備若しくは身体障害者が

着座した車いすを固定するための設備を有する

特種自動車であって、乗車定員が１１人未満のも

の

二対策地域 令別表第１第６号に掲げる地域をいう。 ― （２）対策地域 令別表第１第５号に掲げる地域をいう。 ―

三対象地域 令別表第１第６号に掲げる地域のうち、国

道23号の桑名市小貝須（国道258号交差点）から四日

市市塩浜（国道25号交差点）の区間をいう。

― ― ―

四荷主等 次のいずれかに該当する者をいう。

イ 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所

若しくはその他の場所（以下「事業所等」という。）から又

は対策地域内の自己の事業所等に貨物若しくは廃棄

物（以下「貨物等」という。）を他の者に委託して運送さ

せる者

ロ 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所

等に、購入、借入れ又は譲受け（以下「購入等」とい

う。）をする貨物等を運送させる者

２ 第２条第４号中の「自己の事業所若しくはその他

の場所」とは、次のとおりとする。

（１）「事業所」は、自己の事業を行うための事務所、

製造工場、物流センター、倉庫等の場所をいう。

（２）「その他の場所」は、工事現場やイベント会場

のほか、一時的な作業場所等の短期間のみ事業を行う

場所をいう。

（３）荷主等 次のいずれかに該当する者をいう。

ア 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所

その他の場所（以下「事業所等」という。）から又は対

策地域内の自己の事業所等に貨物又は廃棄物（以下

「貨物等」という。）を他の者に委託して運送させる者

イ 自己の事業に関して、対策地域内の自己の事業所

等に、購入、借入れ又は譲受け（以下「購入等」とい

う。）をする物品を運送させる者

３ 第２第３号中の「自己の事業所その他の場所」

とは、次のとおりである。

（１）「事業所」には、自己の事業を行うための

事務所、製造工場、物流センター、倉庫等の場所

が該当する。

（２）「その他の場所」には、工事現場やイベン

ト会場のほか、一時的な作業場所等の短期間のみ

事業を行う場所が該当する。

五特定荷主等 荷主等のうち、継続的に又は反復して、

貨物等を他の者に委託して運送させ、又は購入等をす

る貨物等を運送させる者であって、資本金の額等が３

億円を超え、かつ、対策地域内に建物の延べ面積が１

万平方メートルを超える事業所又は敷地面積が３万平

方メートルを超える事業所を有するものをいう。

３ 第２第５号中の「継続的に又は反復して」とは、

次のとおりとする。

（１）「継続的に」とは、一定の期間、続けて行われ

る状況であること（例えば、営業日には決まって貨物

の運送が行われること。）をいう。

（２）「反復して」とは一定の期間内に、繰り返して

行われる状況であること（例えば、１か月ごとに貨物

の運送が行われること。）をいう。１回限りや、反復

性が予見されない場合は除かれる。

４ 第２条第５号中の「資本金の額等」とは、「資本

金の額、基金の総額、資産の総額又は出資の総額」の

ことであり、商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）

又は法人登記規則（昭和３９年法務省令第４６号）及

び関係法令の規定により商業・法人登記簿に登記して

（４）特定荷主等 荷主等のうち、継続的に又は反復し

て、貨物等を他の者に委託して運送させ、又は購入等

をする物品を運送させる者であって、資本金の額等が

３億円を超え、かつ、対策地域内に建物の延べ面積が

１万平方メートルを超える事業所又は敷地面積が３万

平方メートルを超える事業所を有するものをいう。

４ 第２第４号中の「継続的に又は反復して」と

は、次のとおりである。

（１）「継続的に」とは、一定の期間、続けて行

われる状況であること（例えば、営業日には決ま

って貨物の運送が行われること。）をいう。

（２）「反復して」とは一定の期間内に、繰り返

して行われる状況であること（例えば、１か月ご

とに貨物の運送が行われること。）をいう。１回

限りや、反復性が予見されない場合は除かれる。

５ 第２第４号中の「資本金の額等」とは、「資

本金の額、基金の総額、資産の総額又は出資の総

額」のことであり、商業登記法（昭和３８年法律

第１２５号）又は法人登記規則（昭和３９年法務

省令第４６号）及び関係法令の規定により商業・
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いる額とする。

５ 第２条第５号中の「建物の延べ面積が１万平方メー

トルを超える事業所又は敷地面積が３万平方メートル

を超える事業所を有するもの」の判断は、次のとおり

行う。

（１）建物の延べ面積及び敷地面積に係る要件の判断

は、個々の事業所の面積について行うものとする。

（２）建物の延べ面積及び敷地面積は、事業所に係る

部分の面積で算定するものとする。

法人登記簿

に登記している額である。

６ 第２第４号中の「建物の延べ面積が１万平方

メートルを超える事業所又は敷地面積が３万平

方メートルを超える事業所を有するもの」の判断

は、次のとおり行う。

（１）建物の延べ面積及び敷地面積に係る要件の

判断は、個々の事業所の面積について行うものと

する。

（２）建物の延べ面積及び敷地面積は、事業所に

係る部分の面積で算定するものとする。

（３）建設工事の現場については、敷地面積によ

る判断は行わず、現場事務所の延べ面積のみで判

断するものとする。

六旅行業者 旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第２

条第１項に規定する旅行業を営む者であって、対策地

域内に営業所を有するものをいう。

― （５）旅行業者 旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第

２条第１項に規定する旅行業を営む者であって、対策

地域内に営業所を有するものをいう。

―

七特定旅行業者 旅行業者のうち、その業務の範囲が

旅行業法施行規則（昭和４６年運輸省令第６１号）第１

条の２第１号に規定する第一種旅行業務であって、対

策地域内で対象自動車を利用した業務を実施するもの

をいう。

― （６）特定旅行業者 旅行業者のうち、その業務の範囲

が旅行業法施行規則（昭和４６年運輸省令第６１号）

第１条の２第１号に規定する第一種旅行業務であっ

て、対策地域内で対象自動車を利用した業務を実施

するものをいう。

―

八中継施設管理者 次のいずれかに該当する施設であ

って、対策地域内に存するものを設置し、又は管理する

者をいう。

イ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第２項に

規定する国際拠点港湾

ロ 鉄道の貨物駅（上屋又は荷さばき場及び対象自動

車の駐車場を有するものに限る）

ハ 卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第２条第４項

に規定する地方卸売市場

ニ 倉庫業法（昭和３１年法律第１２１号）第３条の規

定により登録を受けた事業者のうち、次に掲げるいず

れかの事業所を対策地域内に設置する事業者である

こと。

（１）倉庫業法施行規則（昭和３１年運輸省令第５９

号）第３条第１号から第５号まで又は第７号（貯蔵槽

により保管するものを除く）に掲げる倉庫を所管し、そ

６ 第２条第８号ア中の「国際拠点港湾」とは、港湾

法施行令（昭和２６年政令第４号）別表第１に掲げ

る対策地域内の港をいう。

７ 第２条第８号イ中の「鉄道の貨物駅」とは、鉄道

事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１項の

鉄道事業の路線に設けられた貨物を取扱う駅をいう。

また、「上屋又は荷さばき場」とは、積卸する貨物

等を一時保管し、及び方面別に仕分けする場所をいう。

上屋は、荷さばき場のうち、屋根のある場所をいう。

（７）中継施設管理者 次のいずれかに該当する施設

であって、対策地域内に存するものを設置し、又は管

理する者をいう。

ア 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第２項に

規定する重要港湾

イ 空港法（昭和３１年法律第８０号）第４条第１項第３

号に規定する空港

ウ 鉄道の貨物駅（上屋又は荷さばき場及び対象自動

車の駐車場を有するものに限る）

エ 卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第２条第３項

に規定する中央卸売市場

７ 第２第７号ア中の「重要港湾」とは、港湾法

施行令（昭和２６年政令第４号）別表第１に掲げ

る名古屋港、衣浦港及び三河港の３港をいう。

８ 第２第７号イ中の「空港」とは、中部国際空

港をいう。

９ 第２第７号ウ中の「鉄道の貨物駅」とは、鉄

道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第１

項の鉄道事業の路線に設けられた貨物を取扱う

駅をいう。

また、「上屋又は荷さばき場」とは、積卸する

貨物等を一時保管し、及び方面別に仕分けする場

所をいう。上屋は、荷さばき場のうち、屋根のあ

る場所をいう。
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れらの有効面積の合計が５千平方メートル以上であ

る事業所

（２）倉庫業法施行規則第３条第６号、第７号（貯蔵槽

により保管するものに限る。）又は第８号に掲げる倉

庫を所管し、それらの有効容積の合計が１万５千立

方メートル以上である事業所

九車種規制適合車等 車種規制適合車（対象自動車で

あって、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法第１２条第１項に規定する

窒素酸化物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合

するもの）及び経過措置対象車（対象自動車であって、

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法第１３条第１項の規定により同法１

２条第１項に規定する窒素酸化物排出基準及び粒子状

物質排出基準が適用されないものその他別に定めるも

のをいう。）

８ 第２条第９号の｢別に定めるもの｣とは、自動

車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法施行

令（平成４年政令第365号。以下「令」という。）別

表第１に掲げる地域以外に使用の本拠の位置を有す

る車種規制適合車以外の対象自動車のうち、その対

象自動車に係る特定日（別表の対象自動車の種類の

欄に掲げる対象自動車の種類ごとに、それぞれ同表

の特定日の欄に定める日をいう。以下同じ。）以降の

日が初めて有効期間の満了日として記入された自動

車検査証が返付された後初めてその対象自動車に係

る道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）の

規定による継続検査、臨時検査（特定日の翌日以降

に受けるものに限る。）又は構造等変更検査を受ける

日の到来していないものとする。

別表

項 対象自動車の種類 特定日

１ 令第4条第1号に掲

げる普通貨物自動

車

初度登録（対象自動車

が初めて道路運送車

両法第4条の規定によ

り自動車登録ファイ

ルに登録を受けた日

をいい、その日が平成

14年10月1日以降であ

るときは同年9月30日

とする。以下同じ。）

から起算して9年間の

末日に当たる日

２ 令第4条第3号に掲

げる大型バス

初度登録から起算し

て12年間の末日にあ

たる日

３ 令第4条第6号に掲 初度登録から起算し

（８）車種規制適合車 対象自動車であって、自動車か

ら排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域

における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年

法律第７０号）第１２条第１項に規定する窒素酸化物排

出基準及び粒子状物質排出基準に適合するものをい

う。

（９）車種規制非適合車 対象自動車であって、前号に

定める車種規制適合車以外のものをいう。

―



5

げる特種自動車 て10年間の末日にあ

たる日

十車種規制適合車標章等 環境省及び国土交通省が

規定する「基準適合表示交付要領」に基づくもの、道路

運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第４１条に規定

する技術基準と同等以上の基準に適合しているもの、

又はこれに準ずる表示を行いう。

９ 第２条第１０号に規定する「車種規制適合車標章

等」とは、次のものをいう。

（１）環境省及び国土交通省が規定する「基準適合表

示交付要領」に基づくもの

（２）国土交通大臣が「低排出ガス車認定実施要領」

（平成１２年運輸省告示第１０３号）に基づき認定

した低排出ガス車、低排出重量車又は「超低ＰＭ排

出ディーゼル車認定制度」に基づき認定する超低Ｐ

Ｍ排出ディーゼル車に対して交付されるもの

（３）大阪府生活環境の保全等に関する条例（平成

６年大阪府条例第６号）第４０条の１６第１項に基

づくもの

（10）車種規制適合車標章 環境省及び国土交通省が

規定する「基準適合表示交付要領」に基づくもの又は

道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第４１条

に規定する技術基準と同等以上の基準に適合してい

ることを示す表示をいう。

10 第２第10 号に規定する「車種規制適合車標

章」とは、次のものをいう。

（１）環境省及び国土交通省が規定する「基準適

合表示交付要領」に基づくもの

（２）国土交通大臣が「低排出ガス車認定実施要

領」（平成１２年運輸省告示第１０３号）に基づ

き認定した低排出ガス車、低排出重量車又は「超

低ＰＭ排出ディーゼル車認定制度」に基づき認定

する超低ＰＭ排出ディーゼル車に対して交付さ

れるもの

（３）東京都が交付する東京都適合車標章（猶予

期間にある自動車用を除く。）

（４）大阪府生活環境の保全等に関する条例（平

成６年大阪府条例第６号）第４０条の１６第１項

に基づくもの（経過措置対象車表示用を除く。）

エコド

ライブ

の実施

等

― ― 第３ 対策地域において対象自動車を運行する者は、

当該自動車の運行に伴い排出される窒素酸化物、粒

子状物質及び二酸化炭素を最小限度にとどめるため

の適正な運転、その他必要な整備及び適正な管理

（以下「エコドライブ」という。）を行うよう努めるものとす

る。

２ 対策地域において対象自動車を事業の用に供する

者は、当該自動車の運転者に対して、エコドライブを行

わせるために適切な措置を講じるよう努めるものとす

る。

11 第３に規定する「エコドライブ」とは、具体

的には次の項目をいう。

※項目省略

車種規

制適合

車 の

（不）

第３条 対策地域を発地又は着地として、対象地域にお

いて対象自動車を運行する者は、車種規制適合車を使

用するよう努めるものとする。

なお、災害等が発生したときは、この限りではない。

１０ 第３条、第４条、第５第３項中の「対策地域を

発地又は着地として」とは、発地は貨物等を積み込む

又は人を乗車させる場所、着地は貨物等を荷下ろしす

る又は人を降車させる場所であって、その場所のいず

第４ 対策地域において対象自動車を運行する者は、

車種規制非適合車を使用しないよう努めるものとす

る。

12 第４に規定する「車種規制非適合車の不使用」

について、災害等が発生したときは、この限りで

はない。
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使用 れか（又は両方）が対策地域内であることをいう。

車種規

制適合

車標章

等の表

示

第４条 対策地域を発地又は着地として、対象地域にお

いて車種規制適合車等を運行する者は、車種規制適

合車標章等を当該車種規制適合車等に表示するよう

努めるものとする。

― 第５ 対策地域において車種規制適合車を運行する者

は、車種規制適合車標章を当該車種規制適合車に表

示するよう努めるものとする。

―

第５条 荷主等は、貨物等を、貨物自動車運送事業法

（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般

貨物自動車運送事業若しくは同条第３項に規定する特

定貨物自動車運送事業若しくは貨物利用運送事業法

（平成元年法律第８２号）第２条第６項に規定する貨物

利用運送事業を経営する者又は廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第１

２項に規定する一般廃棄物収集運搬業者、同法第１４

条第１２項に規定する産業廃棄物収集運搬業者若しく

は同法第１４条の４第１２項に規定する特別管理産業

廃棄物収集運搬業者（以下「貨物運送事業者等」とい

う。）に委託して運送させようとする場合は、当該貨物運

送事業者等に対して、対象地域において対象自動車を

運行するとは、車種規制適合車等を使用することを求

めるよう努めるものとする。

１１ 第５条第１項から第３項に規定する「車種規制

適合車等を使用することを求める」方法として、次

のような方法が挙げられる。

（１）車種規制適合車等を使用するよう契約書に記載

する。

（２）運送事業者等に対して文書や周知用チラシ等を

配布して依頼する。

（３）荷下ろし場などの敷地内に車種規制適合車等を

使用する旨の看板を設置する。

第６ 荷主等は、貨物等を、貨物自動車運送事業法

（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般

貨物自動車運送事業若しくは同条第３項に規定する

特定貨物自動車運送事業若しくは貨物利用運送事業

法（平成元年法律第８２号）第２条第６項に規定する貨

物利用運送事業を経営する者又は廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１４条

第１２項に規定する産業廃棄物収集運搬業者若しくは

同法第１４条の４第１２項に規定する特別管理産業廃

棄物収集運搬業者（以下「貨物運送事業者等」とい

う。）に委託して運送させようとするときは、当該貨物運

送事業者等に対し、対象自動車によらない場合を除

き、車種規制非適合車を使用しないことを求めるよう

努めるものとする。

13 第６第１項から第３項に規定する「対象自動

車によらない場合を除き、車種規制非適合車を使

用しないことを求める」とは、運送を委託する者

や物品等の販売、貸出し又は譲渡しをする者に対

し、「対象自動車により運送を行う場合は、車種

規制非適合車を使用しないことを求める」ことで

ある。

２ 荷主等は、購入等をする貨物等を運送させようとす

る場合は、当該貨物等の販売、貸出し又は譲渡しをす

る者に対し、対象地域において対象自動車を運行する

ときは、車種規制適合車等を使用することを求めるよう

努めるものとする。

― ２ 荷主等は、購入等をする物品を運送させようとする

ときは、当該物品の販売、貸出し又は譲渡しをする者

に対し、対象自動車によらない場合を除き、車種規制

非適合車を使用しないことを求めるよう努めるものとす

る。

―

荷主等

による

車種規

制適合

車の使

用のた

めの措

置等

３ 旅行業者は、旅客を、対策地域を発地又は着地とし

て、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第２条第３

項に規定する旅客自動車運送事業を経営する者に委

託して運送させようとするときは、当該旅客自動車運送

事業を経営する者に対し、対象地域において対象自動

車を運行するときは、車種規制適合車等を使用するこ

とを求めるよう努めるものとする。

― ３ 旅行業者は、旅客を、対策地域を発地又は着地と

して、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第２条第

３項に規定する旅客自動車運送事業を経営する者に

委託して運送させようとするときは、当該旅客自動車

運送事業を経営する者に対し、対象自動車によらない

場合を除き、車種規制非適合車を使用しないことを求

めるよう努めるものとする。

14 第６第３項中の「対策地域を発地又は着地と

して」とは、運行の一部分を構成する運行区間の

それぞれにおいて、発地又は着地のいずれか（又

はその両方）が対策地域に存することをいう。

「発地又は着地」とは、最初の出発地又は最終の

到着地のみならず、運行の目的を達成するための

出発地又は到着地をいい、車庫（入庫又は出庫）、

人の乗降を行う場所及び営業拠点（運行計画等の

指示を受ける等）は発地又は着地に該当する。

15 第６第１項から第３項に規定する「車種規制

非適合車を使用しないことを求める」方法とし

て、次のような方法が挙げられる。

（１）車種規制非適合車を使用しないよう契約書
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に記載する。

（２）運送事業者等に対して文書や周知用チラシ

等を配布して依頼する。

（３）荷下ろし場などの敷地内に車種規制非適合

車を使用しない旨の看板を設置する。

４ 荷主等及び旅行業者は、前３項の規定において、車

種規制適合車等が使用されたかどうかを確認し、その

結果を記録するよう努めるものとする。

１２ 第５条第４項に規定する「車種規制適合車等が

使用されたかどうかを確認する」方法として、次の

ような方法が挙げられる。

（１）対象自動車に第２条第１０項に規定する車種

規制適合車標章等が表示されているかどうか確認す

る。

（２）自動車検査証（車検証）の備考欄に記載され

ている内容によって確認する。

（３）使用する車両ごとに車種規制適合車等か非適

合車の別を記載した運送車両一覧を提出させ確認す

る。

４ 荷主等及び旅行業者は、前３項の場合において、

車種規制非適合車が使用されていないかどうかを確

認し、その結果を記録するよう努めるものとする。

５ 荷主等及び旅行業者は、第１項から第３項までの

場合において、エコドライブの実施を求めるよう努める

ものとする。

16 第６第４項に規定する「車種規制非適合車が

使用されていないかどうかを確認する」方法とし

て、次のような方法が挙げられる。

（１）対象自動車に第２第10 号に規定する車種

規制適合車標章が表示されているかどうかで確

認する。

（２）自動車検査証(車検証)の備考欄に記載され

ている自動車NOx･PM 法の排出基準の適否によっ

て、確認する。

（３）使用する車両ごとに車種規制適合か非適合

の別を記載した運送車両一覧を提出させ、確認す

る。

特定荷

主等及

び特定

旅行業

者によ

る要請

等の定

期報告

第６条特定荷主等及び特定旅行業者は、前年度におけ

る次に掲げる事項を翌年６月３０日までに別紙様式によ

り、三重県知事に報告するものとする。

一 車種規制適合車等使用の要請状況

二 車種規制適合車等の確認状況

２ 知事は、前項の規定により報告があった各事項につ

いて、県のホームページにおいて公表するものとする。

１３ 第６条中の別紙様式「要請等報告書」は、特定

荷主等にあっては、事業所ごとに提出することとし、

当該事業所の所在地を所管する県地域防災総合事務

所環境課に提出するものとする。

特定旅行業者にあっては、事業者ごとに提出するこ

ととし、県内の本社又は主たる事業所の所在地を所管

する県地域防災総合事務所環境課に提出するものとす

る。

第７ 特定荷主等及び特定旅行業者は、毎年度６月３

０日までに、別紙様式により、前年度における次に掲

げる事項を愛知県知事に報告するものとする。

一 車種規制非適合車不使用の要請状況

二 車種規制非適合車の確認状況

２ 前項の規定による報告を愛知県知事に行う場合

は、電子情報処理組織（県の機関の使用に係る電子

計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と申請等をす

る者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。）を使用して行うこと

ができる。

―

車種規

制適合

車の使

用等に

関する

周知

第７条 中継施設管理者は、当該施設に対象自動車で

出入りする者に対し、第３条の規定に基づく車種規制適

合車等の使用について周知するための措置（以下「車

種規制適合車等の使用に関する周知の措置」という。）

に努めるものとする。

第８条 業として自動車を販売し、又は賃貸する者（以

下「自動車販売業者等」という。）は、対象自動車を購入

し、又は賃借する者に対し、車種規制適合車等の使用

に関する周知の措置を講じるよう努めるものとする。

１４ 第７条中の「周知するための措置」とは、チラ

シや看板等により、当該施設に対象自動車で出入り

する者に対して車種規制適合車等を使用するよう周

知することである。

１５ 第８条第1項中の「周知の措置」とは、チラシ

等により、対象自動車を購入し、又は賃借する者に

対して車種規制適合車等を使用するよう周知するこ

とである。

１６ 第８条第２項中の「周知するための措置」とは、

第８ 中継施設管理者は、当該施設に対象自動車で出

入りする者に対し、第４の規定に基づく車種規制非適

合車の不使用について周知するための措置（以下「車

種規制非適合車の不使用に関する周知の措置」とい

う。）に努めるものとする。

第９ 業として自動車を販売し、又は賃貸する者（第10

において「自動車販売業者等」という。）は、対象自動

車を購入し、又は賃借する者に対し、車種規制非適合

車の不使用に関する周知の措置を講じるよう努めるも

17 第８中の「周知するための措置」とは、チラ

シや看板等により、当該施設に対象自動車で出入

りする者に対して車種規制非適合車を使用しな

いよう周知することである。

18 第９第１項中の「周知の措置」とは、チラシ

等により、対象自動車を購入し、又は賃借する者

に対して車種規制非適合車を使用しないよう周

知することである。

19 第９第２項中の「周知するための措置」とは、
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２ 業として自動車を整備する者は、対象自動車の整

備を受ける者に対し、第４条の規定に基づく車種規

制適合車標章等の表示について周知するための措置

を講じるよう努めるものとする。

チラシ等により、対象自動車の整備を受ける者に対し

て車種規制適合車標章等を表示するよう周知すること

である。

のとする。

２ 業として自動車を整備する者は、対象自動車の整

備を受ける者に対し、第５の規定に基づく車種規制適

合車標章の表示について周知するための措置を講じ

るよう努めるものとする。

チラシ等により、対象自動車の整備を受ける者に

対して車種規制適合車標章を表示するよう周知

することである。

助言 第９条 知事は、第３条から第８条までの規定の施行に

関し、必要があると認めるときは、対策地域において対

象自動車を運行する者、荷主等、旅行業者、中継施設

管理者、自動車販売業者等及び自動車を整備する者

に対し、必要な助言を行うことができる。

― 第 10 知事は、第３から第９までの規定の施行に関し、

必要があると認めるときは、対策地域において対象自

動車を運行する者、荷主等、旅行業者、中継施設管理

者、自動車販売業者等及び自動車を整備する者に対

し、必要な助言を行うことができる。

―

雑則 第１０条 この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定

める。

― 第11 名古屋市又は岡崎市の区域に存する者に対す

る第７第１項及び第10 の規定の適用については、こ

れらの規定中「知事」とあるのは、「名古屋市長」又は

「岡崎市長」とする。

（雑則）

第12 この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定め

る。

20 別紙様式「措置等報告書」は、特定荷主等に

あっては、事業所ごとに提出することとし、当該

事業所の所在地を所管する県民事務所環境保全

課（名古屋市内に事業所がある事業者は名古屋市

環境局地域環境対策部大気環境対策課、岡崎市内

に事業所があ

る事業者は岡崎市環境部環境保全課）に提出する

ものとする。

特定旅行業者にあっては、事業者ごとに提出する

こととし、県内の本社又は主たる事業所の所在地

を所管する県民事務所環境保全課（名古屋市内に

事業所がある事業者は名古屋市環境局地域環境

対策部大気環境対策課、岡崎市内に事業所がある

事業者は

岡崎市環境部環境保全課）に提出するものとす

る。
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